





























































































































































































































































































































or.jp/g 3 /cat315/sb3080/r145（2017年 9 月19日最終確認）。
（21）　健康保険法第104条。
（22）　健康保険法第 3条 7項。







































法第25条、地方公務員共済組合法第 2条 4項、船員保険法第 2条 9項）。
（25）　全国健康保険協会「出産で会社を休んだとき」https://www.kyoukaikenpo.






















































trial_koyou.html（2018年 1 月 1 日最終確認）。
（37）　旧キャリア形成促進助成金（平成29年 3 月まで）。雇用保険法第63条、規則第
124条、125条他。厚生労働省「人材開発支援助成金」http://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01─1.html（2018年 1 月 1 日
最終確認）。
































































































































































姻と同様の事状にある者が含まれることを付言しておく（同法第 2 条 1 項二、四
号）。



























（54）　人事院規則一五─一四第22条 1 項九号。配偶者出産休暇。 2日間の範囲内で取
得。厚生労働省審議資料「公務員の特別休暇（夫・父親のための休暇）」http://






































































































































措置法施行規則第29条、船員法第88条の 2 、船員法第88条の 5 、船員法施行規則
第58条の 2、第58条の 3など。
（72）　船舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則第137条。














































































































































































































































































（99）　国民年金法第 5条 8項、厚生年金保険法第 3条 2項。
（100）　厚生年金保険法第59条 3 項、国民年金保険法第37条の 2第 2項。



































































































































の 3第 2項、第36条の 4第 2項、第36条の 6第 2項。
（113）　橋都浩平「契約か信認か」小児口腔外科Vol.20（2010）No.1. 1 ─ 4 頁。

























































































































































































































































































































































































































条 3 項、第181条、第212条、第242条 2 項、少年院法第21条、第85条 2 項、第197条




























































































































































































































※ 1　総務省行政管理局 e─Gov 法令検索システムにおいて、本稿の考察に資すると考えた「女」「妊娠」
「出産」「産前」「妊婦」「産婦」「認知」「生理」の語を含むもの、「出生」と「妻」の両方の語を含むもの、
「出生」と「夫」の両方の語を含むもの、「母」と「配偶者」の両方の語を含むものを、憲法・法律・政
令・勅令・府令・省令・規則から検索しています。
※ 2　検索自体にはかからないもので、考察中に参照した上位規範等を含む場合があります。
生殖能力と登録上の性別が乖離した場合に要される
法的対応に関する一考察 （石嶋）　　131
　（本人が能動的に情報を取得できるもの）
食品表示基準・健康増進法・食品表示基準・たばこ事業法施行規則・医療法施行令・アルコール健康障害対策基本法・医療法施行規則・感染症の予防及び感
染症の患者に対する医療に関する法律施行規則
　（生理休暇等、性別取扱変更者が自ら申し出られるもの）
船員労働安全衛生規則・労働基準法・船員法・人事院規則一五─一五（非常勤職員の勤務時間及び休暇）・人事院規則一〇─七（女子職員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）・安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律・人事院規則一五─一四（職員の勤務時間、休日及び休暇）・人事院規則九─八二（俸給の半
減）・自衛隊施行規則
　（遺族年金等に関連するもの）
公害健康被害の補償等に関する法律・人事院規則一六─〇（職員の災害補償）・地方公務員災害補償法・地方公務員等共済組合法・国民年金法施行規則・国家
公務員災害補償法・公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令・厚生年金保険法施行規則・船員保険法・厚生年金保
険法・国民年金法・人事院規則一六─三（災害を受けた職員の福祉事業）
　（寡婦に関連するもの）
公営住宅法施行令・雇用保険法施行規則・母子及び節並びに寡婦福祉法施行令・母子及び節並びに寡婦福祉法施行規則・母子及び節並びに寡婦福祉法・国民
年金法
　（育児時間、保育時間等に関連するもの）
人事院規則一〇─七（女子職員及び年少職員の健康、安全及び福祉）・労働基準法
　（出産者を妻と記述するもの）
自衛隊法施行規則・裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第十六条第八号に規定するやむを得ない自由を定める政令・人事院規則一五─一四（職員の勤務時
間、休日及び休暇）・人事院規則一五─一五（妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントの防止等）
妊娠・出産の有無に関わらずこれに関連して適用される規定を含むものとして検出されたもの
　（放射線等関連）
獣医療法施行規則・核燃料物質等の事業所外運搬に係る危険時における措置に関する規則・東京電力株式会社福島第一原子炉施設の保安及び特定核燃料物質
の防護に関する規則・船員電離放射機障害防止規則・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則・放射性医薬品の製造及び取扱規則・
核原料物質の使用に関する規則・使用済燃料の貯蔵の事業に関する規則・実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則・核燃料物質等の工場又は事業所の
外における運搬に関する規則・核燃料物質の受託貯蔵に関する規則・使用済燃料の再処理の事業に関する規則・試験研究のように供する原子炉等の設置、運
転等に関する規則・核燃料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則・核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関
する規則・船舶に設置する原子炉（研究開発段階にあるものを除く）の設置、運転等に関する規則・東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された
土壌等を除染するための業務等にかかる電離放射線障害防止規則・核燃料物質の加工の事業に関する規則・核燃料物質の使用等に関する規則・人事院規則一
〇─一五（職員の放射線障害の防止）・核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄物管理の事業に関する規則・核燃料物質又は核燃料物質によっ
て汚染された物の第一種廃棄物埋設の事業に関する規則・医療法施行規則・放射性同位元素等の事業所外運搬に係る危険時における措置に関する規則・研究
開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則・東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射
線障害防止規則・鉱山保安法施行規則・東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関する規則・研究開発段階発
電用原子炉の設置、運転等に関する規則・実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則・電離放射線障害防止規則
　（危険有害業務関連）
労働基準法・船員労働安全衛生規則・船員法・人事院規則一〇─七（女子職員及び年少職員の健康、安全及び福祉）
　（ハラスメント関連）
雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律施行規則・育児
介護休業法・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律・人事院規則一〇─一五（妊娠、出産、育児または介護に関するハラスメントの防止など）・人
事院規則一〇─七第三条（女子職員及び年少職員の健康、安全及び福祉）・船員に関する雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
施行規則
　（その他）
学校保健安全法施行規則・児童福祉法・児童福祉法施行規則・児童福祉法施行令・厚生労働省組織令・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律・次
世代育成支援対策推進法施行規則・人事院規則二─三（人事院事務総局等の組織）・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全せいの確保等に関する法律施
行規則・予防接種法施行令・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則・予防接種法施行規則・中小企業等協同組合法施行規則・消
費生活協同組合法施行規則・労働者派遣業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則・母子保健法・船舶職員及び小型船舶操縦者法
施行規則・航空法施行規則
男性の生殖能力に関係する規定を含むものとして検出されたもの
　（出産者の配偶者等を男性とするもの）
児童手当法・児童扶養手当法・児童扶養手当法施行規則・児童扶養手当施行令
　（認知関連）
民法・国籍法・国籍法施行規則・法の適用に関する通則法・人事訴訟法・所得税法・戸籍法施行規則・戸籍法
2．外観具備要件の撤廃の影響を受けるもの
　（収容施設その他に関連するもの）
刑事収容施設及び被収容者の処遇に関する法律・更生保護施設における処遇の基準等に関する規則・捕虜等懲戒規則・被収容者処遇規則・国家公安委員会関
係刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律施行規則・海上保安留置施設及び海上保安被留置者の処遇に関する規則・被収容者処遇規則 ( 出入国管理
及び難民認定法関連 )・少年院法施行規則・少年鑑別所法施行規則・捕虜収容所処遇規則・刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則・少年院法・刑事収容施
設及び被収容者等の処遇に関する法律・少年鑑別所法・捕虜収容所処遇規則・武力攻撃事態及び存立危機事態における捕虜等の取扱いに関する法律・少年鑑
別所法・犯罪捜査規範・売春防止法・婦人相談所に関する政令
　（事業所、救護施設、福祉施設、その他）
事務所衛生基準規則・建設業附属寄宿舎規程・労働安全衛生規則・事業附属寄宿舎規程・旅館業法施行令・養護老人ホームの設備及び運営に関する基準・医
療法・救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準・児童福祉法施行規則・高
齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令・身体障害者社会参加支援施設の設備及び運営に関する基準・児童福祉法に基づく指定障害児入
所施設等の人員、設備及び運営に関する基準・津波防災地域づくりに関する法律施行令
　（その他身体検査等関連）
関税法・金融商品取引法・国税犯則取締法・昭和二十二年法律第五十四号（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律）
